国分寺エリアの「野川整備計画」の早期実現の気運醸成のた　

め、「野川源流スクール」（自慢できる源流のまちへ）開講事

業業務委託に関する協定書（案）
国分寺市と〇〇〇〇（以下「受託者」という。）とは、国分寺エリアの「野川整備計画」の早期実現の機運醸成のため、「野川源流スクール」（自慢できる源流のまちへ）開講事業に関する協定書の実施に関して、次のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条　この協定は、国分寺エリアの「野川整備計画」の早期実現の気運醸成のため、「野川源流スクール」（自慢できる源流のまちへ）開講事業に当たって、委託者と受託者が互いに理解・尊重し対等な関係のもとに協働事業を進めていくために必要な事項を定める。なお委託者と受託者はこの協定書にのっとり、委託契約を締結する。

（事業目的の共有）

第２条　
委託者と受託者が互いの特性を理解し、自主性と自立性を持って本事業に取り組むことにより、野川について広く子どもから大人まで実践的に学ぶ「野川源流スクール」を実施し、国分寺市に一級河川野川の源流が存在することが知られていない現状を改善するとともに、野川における豪雨対策が遅れている現状を認識してもらうことで防災意識を高め、長年の取組課題となっている野川整備計画の早期実現に向けた市民の気運醸成を図ることを目的とする。
（協働の原則）

第３条　委託者と受託者は、協働の精神に基づいて、次の原則を遵守する。

（1） 互いの立場、長所や短所を理解・尊重し、自由に意見を交換できる関係を作る。
(2) 互いの活動が自主的かつ自己責任のもとで行われていることを理解し、その主体性を尊重する。

(3) 互いが上下の関係でなく、対等なパートナーの関係として役割を保つように心がける。

(4) どちらかに依存するのではなく、互いに自立した関係を保つよう心がける。

(5) 定期的に事業の効果を検証・評価し、改善を行うとともに、事業の継続の可否についても検討する。

（事業の概要）

第４条　委託者と受託者は、委託契約により、次の事業を行う。なお、事業の変更が生じた場合は、委託者と受託者が協議の上、決定する。

（1）事業名　　　国分寺エリアの「野川整備計画」の早期実現の機運醸成の
ため、「野川源流スクール」（自慢できる源流のまちへ）開講　　
事業
（2） 事業内容　
1 第一小学校、第三小学校、第四小学校、第七小学校の四年生を対象にした野川源流スクールジュニア部門（座学、野川散策、検定など）の実施。

2 高校生以上の市民を対象にした野川源流スクールシニア部門（座学、講習会、野川散策、検定など）の実施。

3 シニア部門参加者の野川ボランティアガイドの登録。

4 ボランティアガイドの活用及び育成（野川源流スクールへの運営側としての参加及び野川に関するイベントへの参加など）。

※（2）①及び②の参加者へのアンケートで、理解したと回答する受講生の割合が80％以上となることを目標とする。
（3）事業期間　 令和８年４月１日から令和９年３月31日まで
（4）受講対象者 ①ジュニア部門
　　　　　　　　　第一小学校、第三小学校、第四小学校、第七小学校の４年生
　　　　　　　　②シニア部門
  高校生以上　※委託者が募集し、決定する。

（5）受講場所　 ①ジュニア部門
各学校
　　　　　　　　②シニア部門
　　　　　　　　　市内公共施設　※委託者が実施施設を確保する。
（6）受講期間　  令和８年４月１日から令和９年３月31日までの期間のうち、委託者と受託者が協議の上定める期間とする。

（役割分担及び責任分担等）

第５条　委託者と受託者は、それぞれ別紙に掲げる役割を分担し、その役割の範囲内において、それぞれの責任で事業を行うものとする。

２　委託者と受託者は、具体的な事業の企画及び実施について、協議の上決定することとする。

３　本事業の実施に伴い、事故、紛争等が生じたときは、委託者受託者協議の上処理するものとし、この場合において、委託者と受託者は、相互に誠意をもって解決のための適切な措置を講ずるものとする。

（経費分担）

第６条　委託者は、野川源流スクール業務委託に必要な経費として、委託契約により定める金額を受託者に支払うものとする。

（成果の帰属）

第７条　当該事業の実施を通じて新たに発生して得られた成果は、委託者に帰属するものとする。ただし、受託者は委託者と協議の上、当該成果を使用することができる。

（相互の連絡調整）

第８条　委託者と受託者は、相互の連絡調整を円滑に行うため、適宜、連絡調整会議を開催する。

（秘密保持）

第９条  委託者と受託者は、この事業の実施に当たって、個人情報等知りえた情報を第三者に漏えいしないよう、必要な措置を講ずるものとする。

（事業報告）

第10条 委託者と受託者は、事業終了後、協議して事業報告書を作成するものとする。

（事業の評価）

第11条 委託者と受託者は、実施した事業を検証するため、当該協働事業の評価を実施し、その結果を公表するものとする。

（協定の有効期間）

第12条　この協定の有効期間は、令和８年４月１日から令和９年３月31日までとする。

（疑義事項の取扱い）

第13条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、委託者と受託者は、速やかに誠意をもって協議を行い、解決するものとする。

この協定の締結を証するため、協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。

令和８年　月　日

委託者　　東京都国分寺市泉町二丁目２番18号
　　　　　　　　　　　　　　　　　国分寺市長　丸　山　哲　平    　 eq \o\ac(○,印)
受託者　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
